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第１章 計画の目的と内容 

１．計画の背景と目的 

（１）計画の背景 

・公営住宅等の量から質への転換、老朽化したストックの円滑な更新を図るため、本市では平成 22

（2010）年 3月に策定した「門真市営住宅長寿命化計画」に基づき、市営住宅の長寿命化や維持

管理等を計画的に進めてきました。 

・策定より年数が経過し、計画期間の満了が近づく中で、市営住宅を取り巻く政策等の状況は以下

のように変化しています。 

・国のインフラ長寿命化基本計画の策定により、メンテナンスサイクルの構築による施設等のトー

タルコスト縮減や平準化など戦略的な施設管理の必要性が示され、平成 28（2016）年８月にはこ

のような動向を踏まえて公営住宅等長寿命化計画策定指針が改定されました。 

・また、本市においても平成 28（2016）年 12 月に門真市公共施設等総合管理計画が策定され、施

設ごとの具体的な取組みの実施が求められています。 

・本計画は市営住宅の改修や維持管理の方針を示す実施計画であり、計画の更新に際して市営住宅

を取り巻く状況を反映し、今後の市営住宅の方針を示していくことが必要となります。 

 

表 1-1：市営住宅を取り巻く状況の変化 

時 期 概 要 

平成 25（2013）年６月 インフラ長寿命化基本計画（国）の策定 

平成 28（2016）年８月 公営住宅等長寿命化計画策定指針の改定 

平成 28（2016）年 12 月 門真市公共施設等総合管理計画の策定 

平成 30（2018）年 11 月 「門真市への大阪府営住宅事業の移管に関する協定書」締結 

平成 31（2019）年４月 府営住宅の第１次移管 

令和６ （2024）年 4月 府営住宅の第２次移管 

令和 10（2028）年度 府営住宅の第３次移管（予定） 

 

 

（２）計画の目的 

・本計画は、長期的な視点を持って施設の長寿命化を実施し、予防保全的な維持管理や改善を推進

しながら良好な住宅ストックを確保するとともに、ライフサイクルコストの縮減などをめざしま

す。 

・市営住宅を対象として、団地別・住棟別の今後の管理方針を定めることにより住宅ストックの適

切な運営管理を行います。 
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２．計画期間 

・計画期間は令和２（2020）年度から令和 11（2029）年度までの 10 年間とし、社会情勢の変化、

事業進捗の状況等に応じて適宜見直しを行います。なお、令和６（2024）年４月１日付け門真市

営住宅条例の改正に伴い、令和６年度（2024）に第２次移管住宅である下馬伏住宅（旧：門真下

馬伏住宅）、北岸和田住宅（旧：門真北岸和田住宅）、三ツ島住宅（旧：門真三ツ島住宅）及び北

島住宅（旧：門真北島住宅）の追加並びに千石西町住宅（旧：門真千石西町住宅）及び四宮住宅

（旧：門真四宮住宅）の団地名を変更しています。 

 

計画期間 令和２（2020）年度から令和 11（2029）年度までの 10 ヵ年 

 

３．計画の基本的な視点 

・前述した背景のとおり、国や市の方針として長寿命化の必要性が示されてきました。 

・また、本計画は今後 10 年間における市営住宅の管理方針を示す計画であり、上位計画をもとに

内容を定める必要があります。 

・そこで、これまでの門真市営住宅長寿命化計画等における方針をもとに、本計画の基本的な視点

を整理します。 

門真市公共施設等総合管理計画（平成 28（2016）年 12月策定、令和５（2023）年３月改訂） 

【基本方針】 

・施設総量の適正化 

・長寿命化の推進 

・市民ニーズへの柔軟な対応 

・脱炭素化の推進 

・民間活力の導入 

門真市営住宅長寿命化計画（平成 22（2010）年３月策定） 

【基本理念・目標】 

・住宅セーフティネットの理念のもと、良好なまちなかの住環境を形成することを目的として、計

画的なまちづくりを進める。 

・そのため、市営住宅については立地特性や住宅規模等に応じて、地域福祉やまちづくり施策など

と連携しながら、居住水準の向上を重点に整備を進めるとともに、良好な住環境の形成をめざす。 

・今後、新たに市営住宅を供給する場合は、多様化するニーズに合わせて、民間借上げ方式を含め、

多様な方式を検討する。 

 

 

計画の基本的な視点 

・住宅ストック量の適正化 

・長寿命化の推進 

・良好な住環境の形成 

・施設管理や運営の効率化 
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 第２章 市営住宅等の状況 

１．市営住宅等の概要 

（１）管理戸数 

・本市内に所在する市営住宅及び府営住宅は、平成 31（2019）年４月時点において、4,504 戸であり、このうち、

市営住宅は平成 31 年４月に大阪府から移管された住宅を含め、2,979 戸でした。なお、住棟は全て耐火構造であ

り、経過年数が 40 年を超える市営住宅は新橋住宅、門真住宅となっています。 

・第２次移管を受けた令和 6（2024）年 4 月時点における本市内に所在する市営住宅及び府営住宅は、門真住宅建

替え事業による増減で 4,044 戸となり、このうち、市営住宅は 3,514 戸です。 

 なお、住棟は全て耐火構造であり、経過年数が 40 年を超える市営住宅は新橋住宅、寿住宅、門真住宅、下馬伏住

宅、北岸和田住宅、三ツ島住宅、北島住宅となっています。 

表 2-1：市内に所在する市営住宅及び府営住宅の一覧 

和暦 西暦※1 公営 改良 特公賃

新橋(1期) 200 2 高層耐火 70 S48 1973 51 200

新橋(2期) 54 1 高層耐火 70 S51 1976 48 54

寿 66 4 中層耐火 70 S56,H7 1981 43 66

本町 167 2 高層耐火 70 H13,15,17 2001 23 167

門真 856 24 中層耐火 70 S42 1967 57 856

千石西町 870 8 高層耐火 70 H26,30,R3 2014 10 870

四宮 266 7 中層耐火 70 H1,3,4 1989 35 266

40 1 中層耐火 70 H4 1992 32 40

下馬伏 180 6 中層耐火 70 S52 1977 47 180

64 1 高層耐火 70 S52 1977 47 64

北岸和田 192 9 中層耐火 70 S53 1978 46 192

三ツ島 230 10 中層耐火 70 S54 1979 45 230

213 5 高層耐火 70 S54 1979 45 213

北島 116 6 中層耐火 70 S55 1980 44 116

3,220 254 40

門真古川橋 36 6 中層耐火 70 S58 1983 41 36

門真御堂 304 3 高層耐火 70 H10,12 1998 26 304

20 1 中層耐火 70 H12 2000 24 20

門真上島 170 2 高層耐火 70 H14 2002 22 170

530 0 0

合計
（市営住宅計＋府営住宅計）

4,044

経過
年数
※2

公営住宅等

市営住宅計
3,514

府営住宅計
530

団地名
管理
戸数

管理
棟数

構造
種別

耐用
年限

管理開始年度

 

※1 管理開始年度が複数年に渡る場合は最も古い年数とする。 

※2 経過年数は令和 6 年（2024）年を基準とし、管理開始年度の西暦欄からの年数とする。 

 
 

 

  

  第 1 次移管（平成 31（2019）年 4月）の住宅   

  第 2 次移管（令和 6（2024）年 4月）の住宅   

  第 3 次移管（令和 10（2028）年度予定）の住宅 

【公営住宅等の用語の定義】 

■ 市営住宅：市が管理運営する住宅の総称 

■ 公営住宅：公営住宅法に基づき地方公共団体が整備・管理運営する低所得者向け賃貸住宅 

■ 改良住宅：住宅地区改良法に基づいて建設された住宅 

■ 特定公共賃貸住宅（特公賃）：特優賃法第 18 条第１項の規定により、地方公共団体が管理運営する住宅及びその附帯施設 

（本市では地域特別賃貸住宅も便宜上、特公賃と呼称） 
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（２）住宅位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1：市内に所在する市営住宅及び府営住宅の位置 

 

  

門真住宅 

千石西町住宅 

三ツ島住宅 
下馬伏住宅 

四宮住宅 

北岸和田住宅 

門真上島住宅 

北島住宅 

門真御堂住宅 

門真古川橋住宅 

本町住宅 
寿住宅 

新橋住宅 

市営住宅 

府営住宅 



 

5 

 

 

1号棟 164 改良 高耐 片廊下型 (4階～)12 41.60 ～ 48.50 S48 1973 有 ×

2号棟 36 改良 高耐 片廊下型 (5階～)10 S48 1973 有 ×

3号棟 54 改良 高耐 片廊下型 (3階～)13 S51 1976 有 ○

1号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S56 1981 有 ○

2号棟 10 公営 中耐 階段室型 5 S56 1981 有 ○

3号棟 16 公営 中耐 階段室型 5 51.76 ～ 64.62 H7 1995 無 ○

4号棟 10 公営 中耐 階段室型 5 H7 1995 無 ○

41 H13 2001 ○

84 H15 2003 ○

2号棟 42 公営 高耐 片廊下型 6 40.20 ～ 65.80 H17 2005 有 ○

40号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 33.88 ～ 54.74 S42 1967 無 △

41号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

42号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 33.88 ～ 56.31 S42 1967 無 △

46号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

47号棟 50 公営 中耐 階段室型 5 33.88 ～ 54.74 S42 1967 無 △

48号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 33.88 ～ 54.74 S42 1967 無 △

49号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 ×

50号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 39.85 ～ 59.70 S42 1967 無 ×

51号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

52号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 34.85 ～ 59.70 S42 1967 無 ×

53号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

54号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

55号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

56号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

57号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

58号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 31.74 ～ 56.32 S42 1967 無 △

59号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

60号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

61号棟 40 公営 中耐 階段室型 4 S42 1967 無 △

62号棟 32 公営 中耐 階段室型 4 S42 1967 無 △

63号棟 32 公営 中耐 階段室型 4 S42 1967 無 △

64号棟 32 公営 中耐 階段室型 4 S42 1967 無 ○

65号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 ×

66号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 S42 1967 無 △

1号棟 114 公営 高耐 片廊下型 14 36.30 ～ 73.74 H26 2014 有 ○

2号棟 136 公営 高耐 片廊下型 14 49.94 ～ 59.92 H26 2014 有 ○

3号棟 50 公営 高耐 片廊下型 10 49.94 ～ 61.95 H26 2014 有 ○

4号棟 45 公営 高耐 片廊下型 9 49.94 ～ 59.92 H26 2014 有 ○

5号棟 67 公営 高耐 片廊下型 8 36.34 ～ 72.69 H30 2018 有 ○

6号棟 108 公営 高耐 片廊下型 14 49.97 ～ 59.94 H30 2018 有 ○

7号棟 195 公営 高耐 片廊下型 10 36.34 ～ 73.42 R3 2021 有 ○

8号棟 155 公営 高耐 片廊下型 10 36.34 ～ 73.42 R3 2021 有 ○

1号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 60.28 ～ 60.57 H1 1989 無 ○

2号棟 36 公営 中耐 階段室型 5 60.28 ～ 60.57 H3 1991 無 ○

3号棟 38 公営 中耐 階段室型 5 60.28 ～ 63.90 H3 1991 無 ○

4号棟 36 公営 中耐 階段室型 5 60.28 ～ 60.57 H3 1991 無 ○

5号棟 36 公営 中耐 階段室型 5 H4 1992 無 ○

6号棟 40 特公賃 中耐 階段室型 5 57.59 ～ 72.73 H4 1992 無 ○

7号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 60.28 ～ 60.57 H4 1992 無 ○

9号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 60.28 ～ 74.82 H1 1989 無 ○

1号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S52 1977 有 ○

2号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S52 1977 有 ○

3号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S52 1977 有 ○

4号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S52 1977 有 ○

5号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 S52 1977 有 ○

6号棟 40 公営 中耐 階段室型 5 S52 1977 有 ○

7号棟 64 公営 高耐 階段室型 8 S52 1977 有 ○

1号棟 26 公営 中耐 階段室型 5 57.70 ～ 57.85 S53 1978 無 ○

2号棟 12 公営 中耐 階段室型 3 S53 1978 有 ○

3号棟 12 公営 中耐 階段室型 3 S53 1978 有 ○

4号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 57.48 ～ 57.57 S53 1978 有 ○

5号棟 12 公営 中耐 階段室型 3 57.70 ～ 57.85 S53 1978 無 ○

6号棟 24 公営 中耐 階段室型 4 57.48 ～ 57.57 S53 1978 有 ○

7号棟 24 公営 中耐 階段室型 5 57.70 ～ 57.85 S53 1978 無 ○

8号棟 6 公営 中耐 階段室型 3 57.48 ～ 57.57 S53 1978 有 ○

9号棟 46 公営 中耐 階段室型 5 57.48 ～ 57.57 S53 1978 有 ○

1号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S54 1979 有 ○

2号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S54 1979 有 ○

3号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S54 1979 有 ○

4号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S54 1979 有 ○

5号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 58.82 ～ 70.83 S54 1979 有 ○

6号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 S54 1979 有 ○

7号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S54 1979 有 ○

8号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 56.81 ～ 57.28 S54 1979 有 ○

9号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S54 1979 有 ○

10号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S54 1979 有 ○

11号棟 32 公営 高耐 片廊下型 8 S54 1979 有 ○

12号棟 48 公営 高耐 片廊下型 8 S54 1979 有 ○

13号棟 48 公営 高耐 片廊下型 8 S54 1979 有 ○

14号棟 43 公営 高耐 片廊下型 8 S54 1979 有 ○

15号棟 42 公営 高耐 片廊下型 8 S54 1979 有 ○

1号棟 30 公営 中耐 階段室型 5 57.48 ～ 57.57 S55 1980 有 ○

2号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 57.48 ～ 57.57 S55 1980 有 ○

3号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 57.70 ～ 57.85 S55 1980 無 ○

4号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 S55 1980 有 ○

5号棟 20 公営 中耐 階段室型 5 57.48 ～ 57.57 S55 1980 有 ○

6号棟 6 公営 中耐 階段室型 3 57.48 ～ 69.79 S55 1980 有 ○

敷地
面積
（ha）

区分
構造
種別

住棟
形式

階数 住戸専用面積

0.31

用途地域団地名
管理
戸数

管理
棟数

棟No
棟別
戸数

46.14

52.50

61.51

61.51

61.54

管理開始年度
EVの
有無

耐震
性和暦 西暦

48.50

51.18

31.74

32.38

31.74

32.38

60.28

51.18

51.18

51.18

51.18

51.18

46.68

55.38

55.65

55.65

51.25

51.25

56.81

56.81

56.81

51.25

51.25

56.81

55.38

55.38

55.38

55.38

55.65

本町

新橋

寿 第二種住居地域66

254 3 商業地域

4

167 2 1号棟 第二種中高層
住居専用地域

32.38

33.88

34.85

45.04

32.38

52.47

32.38

52.47

31.74

31.74

56.32

31.74

0.49

有40.20 ～ 62.001.13 公営 高耐 片廊下型 7

千石西町 870 8 第一種中高層
住居専用地域

-

門真 856 24

下馬伏 244 7 準工業地域 1.66

四宮 306 8 第二種中高層
住居専用地域

2.57

第一種中高層
住居専用地域

4.78

三ツ島 443 15 第一種中高層
住居専用地域

3.57

北岸和田 192 9 第二種中高層
住居専用地
準工業地域

1.63

北島 116 6 第一種住居地域 1.04

 

（令和６（2024）年４月１日時点） 

 
 第 1 次移管（平成 31（2019）年 4月）の住宅 

 第 2 次移管（令和 6 （2024）年 4月）の住宅 

（３）市営住宅の住棟一覧 

     表 2-2：市営住宅の住棟一覧 
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（４）府営住宅の住棟一覧 

表 2-3：府営住宅の住棟一覧 

 

1号棟 6 公営 中耐 階段室型 3 S58 1983 無 ○

2号棟 6 公営 中耐 階段室型 3 S58 1983 無 ○

3号棟 6 公営 中耐 階段室型 3 S58 1983 無 ○

4号棟 6 公営 中耐 階段室型 3 S58 1983 無 ○

5号棟 6 公営 中耐 階段室型 3 S58 1983 無 ○

6号棟 6 公営 中耐 階段室型 3 S58 1983 無 ○

1号棟 194 公営 高耐 片廊下型 11 52.51 ～ 70.37 H10 1998 有 ○

2号棟 62 公営 高耐 片廊下型 7 52.51 ～ 62.46 H10 1998 有 ○

3号棟 20 公営 中耐 片廊下型 3 43.24 ～ 52.58 H12 2000 有 ○

4号棟 48 公営 高耐 片廊下型 6 51.76 ～ 68.76 H12 2000 有 ○

1号棟 71 公営 高耐 片廊下型 6 51.78 ～ 72.44 H14 2002 有 ○

2号棟 99 公営 高耐 片廊下型 10 51.78 ～ 65.75 H14 2002 有 ○

敷地
面積

（ha）
区分

構造
種別

住棟
形式

階数 住戸専用面積用途地域団地名
管理
戸数

管理
棟数

棟No
棟別
戸数

管理開始年度
EVの
有無

耐震
性和暦 西暦

57.48

57.48

57.48

57.48

57.48

57.48

門真古川橋 36 6 第二種中高層
住居専用地域

0.56

門真上島 170 2 第二種中高層
住居専用地域

1.62

門真御堂 324 4 第二種中高層
住居専用地域

2.48

 

（令和６（2024）年４月１日時点） 

 

 

 

 

 

 

  

  
 第 3 次移管（令和 10（2028）年度予定）の住宅 
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２．居住者の概要 

（１）入居の状況 

・建替事業や耐震性の不足により募集停止を行っている新橋住宅（１期）及び門真住宅並びに四宮

住宅の特公賃を除き、85%を超えています。 

表 2-4：団地別入居の状況 

団地名 区分 管理戸数 入居戸数 入居率

新橋（１期） 改良 200 39 19.5%
新橋（２期） 改良 54 48 88.9%

寿 公営 66 62 93.9%
本町 公営 167 161 96.4%
門真 公営 856 361 42.2%
千石西町 公営 870 802 92.2%

公営 266 241 90.6%
特公賃 40 30 75.0%

下馬伏 公営 244 222 91.0%
北岸和田 公営 192 165 85.9%
三ツ島 公営 443 381 86.0%
北島 公営 116 106 91.4%

3514 2618 -合計

四宮

 
 

 

 

（２）世帯の人員 

・団地別の世帯人員を見ると１人世帯・２人世帯の割合が高く、市営住宅全体では 84.2％が１人又

は２人世帯となっています。 

表 2-5：団地別世帯人員 

団地名 区分 1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人世帯 6人世帯
7人以上
世帯

世帯数
合計

22 12 4 1 0 0 0 39

56.4% 30.8% 10.3% 2.6% 0.0% 0.0% 0.0% 100%
22 20 5 1 0 0 0 48

45.8% 41.7% 10.4% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 100%

15 33 9 3 1 1 0 62
24.2% 53.2% 14.5% 4.8% 1.6% 1.6% 0.0% 100%

85 58 11 6 1 0 0 161
52.8% 36.0% 6.8% 3.7% 0.6% 0.0% 0.0% 100%

199 133 23 6 0 0 0 361
55.1% 36.8% 6.4% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 100%

431 267 77 18 3 3 3 802
53.7% 33.3% 9.6% 2.2% 0.4% 0.4% 0.4% 100%

81 93 40 17 7 3 0 241
33.6% 38.6% 16.6% 7.1% 2.9% 1.2% 0.0% 100%

4 12 5 5 4 0 0 30
13.3% 40.0% 16.7% 16.7% 13.3% 0.0% 0.0% 100%

100 74 36 9 3 0 0 222
45.0% 33.3% 16.2% 4.1% 1.4% 0.0% 0.0% 100%

69 71 18 6 1 0 0 165
41.8% 43.0% 10.9% 3.6% 0.6% 0.0% 0.0% 100%

157 161 42 15 5 0 1 381
41.2% 42.3% 11.0% 3.9% 1.3% 0.0% 0.3% 100%

39 44 14 6 3 0 0 106
36.8% 41.5% 13.2% 5.7% 2.8% 0.0% 0.0% 100%

1224 978 284 93 28 7 4 2618

46.8% 37.4% 10.8% 3.6% 1.1% 0.3% 0.2% 100%

公営

公営

改良

改良

公営

公営

公営

公営

新橋（１期）

四宮

合計

北島

三ツ島

北岸和田

下馬伏

公営

特公賃

千石西町

門真

本町

寿

新橋（２期）

公営

公営

 

 

 

（令和６（2024）年４月１日時点） 

※割合は小数点以下第二位を四捨五入している 

ため合計値は必ずしも 100％とならない。  

（令和６（2024）年４月１日時点） 

※割合は小数点以下第二位を四捨五入している 

ため合計値は必ずしも 100％とならない。  

84.2% 
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（３）入居者の年齢 

・入居世帯における名義人の年齢をみると、65歳以上の名義人は入居世帯全体の 71.4％[表 2-6]を

占めています。また、世帯員全ての年齢をみても入居者の 53.4％[表 2-7]が 65 歳以上であり、高

齢者の入居が多い状況です。 

表 2-6：団地別名義人の年齢 

団地名 区分 20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳以上
世帯数
合計

0 0 0 0 6 1 32 39

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 15.4% 2.6% 82.1% 100%
0 0 0 1 5 3 39 48

0.0% 0.0% 0.0% 2.1% 10.4% 6.3% 81.3% 100%

0 0 2 5 10 7 38 62
0.0% 0.0% 3.2% 8.1% 16.1% 11.3% 61.3% 100%

0 2 1 7 17 8 126 161
0.0% 1.2% 0.6% 4.3% 10.6% 5.0% 78.3% 100%

0 0 1 9 28 23 300 361
0.0% 0.0% 0.3% 2.5% 7.8% 6.4% 83.1% 100%

0 6 8 27 79 50 632 802
0.0% 0.7% 1.0% 3.4% 9.9% 6.2% 78.8% 100%

3 8 16 37 55 18 104 241
1.2% 3.3% 6.6% 15.4% 22.8% 7.5% 43.2% 100%

0 1 1 0 8 13 7 30
0.0% 3.3% 3.3% 0.0% 26.7% 43.3% 23.3% 100%

0 5 7 10 36 13 151 222
0.0% 2.3% 3.2% 4.5% 16.2% 5.9% 68.0% 100%

0 1 4 12 23 9 116 165
0.0% 0.6% 2.4% 7.3% 13.9% 5.5% 70.3% 100%

0 4 21 26 51 22 257 381
0.0% 1.0% 5.5% 6.8% 13.4% 5.8% 67.5% 100%

0 1 4 7 21 6 67 106
0.0% 0.9% 3.8% 6.6% 19.8% 5.7% 63.2% 100%

3 28 65 141 339 173 1869 2618

0.1% 1.1% 2.5% 5.4% 12.9% 6.6% 71.4% 100%

三ツ島 公営

北島 公営

合計

北岸和田 公営

本町 公営

門真 公営

千石西町 公営

四宮
公営

特公賃

下馬伏 公営

新橋（１期） 改良

新橋（２期） 改良

寿 公営

 

 

表 2-7：団地別世帯員の年齢 

団地名 区分 20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳以上
世帯員
合計

0 2 3 3 13 2 39 62

0.0% 3.2% 4.8% 4.8% 21.0% 3.2% 62.9% 100%
3 3 3 5 11 4 52 81

3.7% 3.7% 3.7% 6.2% 13.6% 4.9% 64.2% 100%

14 12 6 10 17 12 60 131
10.7% 9.2% 4.6% 7.6% 13.0% 9.2% 45.8% 100%

18 12 8 16 36 12 161 263
6.8% 4.6% 3.0% 6.1% 13.7% 4.6% 61.2% 100%

13 12 12 28 81 33 379 558
2.3% 2.2% 2.2% 5.0% 14.5% 5.9% 67.9% 100%

62 72 42 88 178 78 804 1324
4.7% 5.4% 3.2% 6.6% 13.4% 5.9% 60.7% 100%
106 48 39 62 82 27 144 508

20.9% 9.4% 7.7% 12.2% 16.1% 5.3% 28.3% 100%
1 14 12 6 19 15 16 83

1.2% 16.9% 14.5% 7.2% 22.9% 18.1% 19.3% 100%
37 33 28 26 64 20 199 407

9.1% 8.1% 6.9% 6.4% 15.7% 4.9% 48.9% 100%
25 17 6 29 44 12 161 294

8.5% 5.8% 2.0% 9.9% 15.0% 4.1% 54.8% 100%
84 45 47 49 87 33 352 697

12.1% 6.5% 6.7% 7.0% 12.5% 4.7% 50.5% 100%
30 15 10 16 31 10 96 208

14.4% 7.2% 4.8% 7.7% 14.9% 4.8% 46.2% 100%

393 285 216 338 663 258 2463 4616

8.5% 6.2% 4.7% 7.3% 14.4% 5.6% 53.4% 100%

三ツ島 公営

北島 公営

合計

北岸和田 公営

本町 公営

門真 公営

千石西町 公営

四宮
公営

特公賃

下馬伏 公営

新橋（１期） 改良

新橋（２期） 改良

寿 公営

 

 （令和６（2024）年４月１日時点） 

※割合は小数点以下第二位を四捨五入している 

ため合計値は必ずしも 100％とならない。  
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３．前計画期間（平成 22（2010）年度から平成 31（2019）年度）の取組みの状況 

（１）改修に関する主な取組み 

・市営住宅の改修状況は、下表のようになっており、改善内容としては耐震改修、屋上防水、外壁

改修、鉄部塗装、シーリング打替え等が行われています。 

 

表 2-8：改修等に関する主な取組み状況 

団地名 改修（修繕・改善）の内容 

新橋住宅 ・外壁改修 

・量水器取替修理 

・耐震改修 など 

寿住宅 ・屋上防水、外壁改修、鉄部塗装、シーリング打替え 

・加圧給水ポンプユニット更新修理 など 

本町住宅 ・EV 戸開走行保護装置設置 

・加圧給水ポンプユニット更新修理 

・給湯器・流し混合水栓取替 など 

 

 

（２）維持管理等に関する取組みの状況 

○指定管理者制度の導入 

・入居者へのサービスの向上や管理の効率化を図るとともに、既存の市営住宅（新橋、寿、本町住

宅）について管理コストを縮減させるべく、民間の創意や工夫を活かすことのできる指定管理者

制度を平成 30（2018）年４月１日より導入しました。 

・なお、大阪府より移管を受けた市営住宅は管理業務を委託しており、令和３（2021）年度から指

定管理者制度を導入しています。 
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（３）府営住宅の移管について 

①大阪府の府営住宅移管についての考え方 

・大阪府では、地域のまちづくりへの活用や福祉施策と緊密に連携した住民サービスの提供という

地域主権の観点から、地域に身近な基礎自治体が府営住宅の管理・運営を行うことが望ましいと

の考えのもと、府営住宅の市町への移管が進められています。 

 

②移管受入れの判断理由 

・府営住宅の移管により市民サービスの向上、市のまちづくりへの寄与、市財政への寄与の効果が

見込まれることから、本市内の全府営住宅の移管を順次受けることとしました。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2：移管による効果 

③移管時期・順序の考え方 

・本市のまちづくりや財政運営に対するメリット等を踏まえ、移管時期・順序を判断しました。 

表 2-9：移管時期の計画表 

 

 

 

 

 

 

 

★第１次移管【平成 31(2019)年度】 

・門真住宅建替事業の事業中移管により、将来の活用用地を市が主体的にまちづくりに活用すると

ともに、建替前住宅の入居者のニーズに対応しながら、建替事業を推進します。 

・中堅所得層向けの特定公共賃貸住宅を含む門真四宮住宅の移管により、新婚・子育て世帯の呼込

みなど、子育てしやすいまちづくりを推進します。 

★第２次移管【令和６(2024)年度】 

・府において、中層 EV を設置した後に移管を受けることにより、設置に伴う本市の負担を軽減し

ます。 

★第３次移管【令和 10(2028)年度】 

・建設時の起債償還が終わっていない住宅については、概ね起債償還が終わり単年度収支の黒字と

なる時期に移管を受けることにより、市財政に寄与します。  

令和元
(2019)
年度

令和2
(2020)
年度

令和3
(2021)
年度

令和4
(2022)
年度

令和5
(2023)
年度

令和6
(2024)
年度

令和7
(2025)
年度

令和8
(2026)
年度

令和9
(2027)
年度

令和10
(2028)
年度

令和11
(2029)
年度

令和12
(2030)
年度

★第１次移管 ★第２次移管 ★第３次移管

〈３団地、2,492戸〉

・

・門真四宮(306戸)

〈４団地、995戸〉

・門真下馬伏(244戸)

・

・門真三ツ島(443戸)

・門真北島(116戸)

〈３団地、530戸〉

・門真古川橋(36戸)

・門真御堂(324戸)

・門真上島(170戸)

※戸数は移管時の見込み戸数を記載。

※門真・門真千石西町住宅は建替事業中のため、移管時点において管理戸数に変動がある。

・門真・門真千石西町(2,186戸)
・門真北岸和田(192戸)

① 住民サービスの向上

・ 募集窓口の一元化や、住民に身近

な市が管理運営を行うことによるきめ

細やかな入居者対応など、利便性向

上が見込まれる。

② 市のまちづくりへの寄与

・ 府営住宅の空室や活用用地等を活

用した人口減少対策や子育て支援、

高齢者・障がい者福祉の充実など、

2025年問題をはじめとした本市の地

域課題の解消に寄与する。

③ 市財政への寄与

・ 団地別収支状況や活用用地の活

用可能性等を踏まえた移管時期・順

序とすることにより、市財政にとって中

長期的に非常にメリットが高い。

資料：大阪府営住宅の門真市への移管について 

（平成 30(2018)年８月 / 門真市 都市政策課） 
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４．市営住宅の状況と今後の方向性 

（１）管理戸数の適正化 

・府営住宅の移管により今後 10 年間で市営住宅の管理戸数が大幅に増加すると見込まれることか

ら、これらの住宅ストックを適切に活用するため、将来的な需要を把握して管理戸数を適正化し

ていくことが必要です。 

 

（２）施設環境の向上 

・本市内に所在する市営住宅及び府営住宅には、経過年数が 40 年を超える住棟が複数あります。

このような住宅は設備等の改修時期を迎えていることから、住棟をより長く利用していくために

耐久性向上を含めた改善が必要です。 

・また、入居者は 65 歳以上の割合が高く、全体の 53.4％を占めています。世帯人員においても１

人世帯・２人世帯の割合が高いことから高齢単身・夫婦世帯等が多いと考えられます。 

・高齢者の入居が多い中、エレベーターが設置できていない住棟もあり、高齢者対応を含めたバリ

アフリー化等の施設機能の向上が必要です。 

 

（３）施設の長寿命化に向けた維持管理の推進 

・平成 30(2018)年４月に導入した指定管理者制度により、入居者へのサービスの向上や管理の効率

化が図られています。 

・今後、より効率的・効果的な管理運営をめざして検証を進めるとともに、市営住宅の長寿命化に

資する予防保全的な維持管理を継続することが必要です。 
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第３章 計画の基本方針 

１．計画の基本方針について 

・市営住宅は住宅ストック量の適正化、長寿命化や良好な住環境を形成する改善、維持管理や施設

運営の効率化が必要であることが示されていることを踏まえ本計画の基本方針を定めます。 

 

①住宅ストックの適正化 

・本市の管理する市営住宅ストックは、府営住宅の移管により大幅な増加が見込まれます。これら

の住宅ストックを適切に活用するため、将来の需要を把握して管理戸数の適正化に務めます。 

・また、市営住宅は今後とも住宅セーフティネットの中核として、真に住宅に困窮する世帯への供

給に努めます。 

 

②長寿命化の推進及びライフサイクルコストの縮減 

・住宅の長寿命化にあたって、外壁や屋上、配管などの仕様のグレードアップ等による耐久性の向

上を図り、住棟の使用年数や修繕周期の延長などを図ります。 

・併せて、予防保全的な維持管理を実施し、建て替えを基本とする短いサイクルでの更新に比べ、

ライフサイクルコスト（LCC）を縮減します。 

 

③良好な住環境の形成 

・高齢者等の住宅確保要配慮者が快適で安全に暮らすことのできる住環境を確保するため、バリア

フリー化等の改善に努めます。 

・また、脱炭素社会に対応するため、省エネルギー性能の高い設備への交換、再生可能エネルギー 

導入のための改善を行い居住性の維持・向上を図ります。 

 

④適切な維持管理の推進 

・修繕標準周期に先立って点検を実施し、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防ぐとともに、

修繕や改善の効率的な実施につなげます。 

・また、点検結果や修繕履歴等を整理し、計画的な維持保全を実施します。 

・平成 30（2018）年４月に導入した指定管理者制度による市営住宅の管理については定期的な検証

を実施し、より効率的・効果的な管理運営をめざします。 
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第４章 事業手法の検討 

１．事業手法の考え方 

（１）事業手法のフロー 

・「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」（平成 28（2016）年度国土交通省）で示された事業

手法の選定フローを用いて市営住宅の今後の活用方針を判定します。 

・なお、市営住宅の住棟を対象に事業手法の判定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1：事業手法の選定フロー 

資料：「公営住宅等長寿命化計画策定指針(改定)」（国土交通省）  
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（２）本計画で選定する事業手法の種類 

・最適な事業手法の選定にあたり、建替、用途廃止、改善、維持管理の各手法について団地または

住棟単位で検討を行います。 

・各手法の概要と選定に当たっての基本的な考え方は以下のとおりです。 

 

■事業手法の概要と選定の考え方 

①建替 

・市営住宅を除却し、その土地の全部又は一部の区域に新たに市営住宅を建設します。（余剰敷地を

活用して他の団地を統合建替するものも含む。） 

＜手法選定の基本的な考え方＞ 

○耐用年数を経過するなど、老朽化が著しい場合 

○耐震性能等が著しく不足し、改修により安全性の向上を図ることが困難な場合 

○居住性能等が著しく低下し、改善による対応が困難な場合 

 

②用途廃止 

・市営住宅または共同施設の用途の廃止を行います。（代替地での建替や他の団地の建替にあわせ

て統廃合する場合を含む。） 

＜手法選定の基本的な考え方＞ 

○老朽化や安全性の不足、居住性能等の低下が著しいもののうち、下記の要件により現在地での建

替が困難な場合 

・敷地の規模や形状等から現在地での建替が困難な場合 

・当該団地に対する入居需要が見込めない場合 

・他の公共施設への転用や都市計画事業の施行を前提とする場合 

 

③改善 

・居住性能等の向上を目的に改善を行います。 

＜手法選定の基本的な考え方＞ 

○居住性能等が著しく低下し、下記の事項について改善を要する場合 

・居住性向上型（住戸規模階段、間取り変更、設備改修等） 

・福祉対応型（段差解消、手すり設置、エレベーター設置等） 

・安全性確保型（耐震改修、防火区画、二方向避難確保等） 

・長寿命型（外壁改修、屋上防水、配管改修等） 

・全面的改善（躯体を残して住戸・共用部・屋外の全面的又はそれに準ずる改善を行うもの） 

・脱炭素社会対応型（省エネルギー性向上、再生可能エネルギー導入のための改善を行うもの） 

 

④維持管理 

・計画期間（10年間）にわたり、既存の市営住宅について維持管理します。 

＜手法選定の基本的な考え方＞ 

○上記のいずれの活用手法にも該当せず、計画期間にわたり市営住宅を適切に維持管理する場合 
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２．事業手法の選定 

（１）公営住宅等の需要の見通しに基づく将来ストック量の推計 

・目標管理戸数は「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」（平成 28（2016）年度国土交通省）

で示された「ストック推計プログラム」を用いて、将来の著しい困窮年収未満の世帯数を推計し

て設定しました。 

・プログラムによる推計結果では、令和 22（2040）年度までの「著しい困窮年収未満の世帯数」が

求められますが、この中には市営住宅以外の公的賃貸住宅や福祉施設等を利用される世帯数（そ

の他の住宅等の供給戸数）も含まれています。このため、その他の住宅等の実績値を差し引き、

将来の市営住宅ストック量を把握しました。 

・以上の手順により、図に示すとおり令和 22（2040）年度における市営住宅の目標管理戸数を約

3,200 戸（府営住宅の移管を全て受けた場合）とし、管理戸数の適正化を図ります。 

・なお、計画期間は令和 11（2029）年度ですが、門真住宅の大規模な建替が実施されるなど、今後

長期的に管理する市営住宅（特公賃を除く）戸数が多いことから、より長期的な視点で戸数の動

向を把握・管理することとし、目標管理戸数の設定年度を令和 22（2040）年度としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2：市営住宅目標管理戸数の設定フロー 

 

  

１．門真市の将来人口

２．将来の借家世帯数 22,511 世帯

国立社会保障・人口問題研究所
「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」

３．公営住宅の施策対象世帯数 13,251 世帯

４．著しい困窮年収未満の世帯数 6,868 世帯

５．地域の状況に応じた対応

ストック推計プログラム

・ケアハウス・サ高住等のうち
著しい困窮年収未満と考えられる世帯数
・民営借家に居住する生活保護世帯数等

６．目標管理戸数の設定

その他の供給戸数

約3,650戸

需要量：著しい困窮年収未満の世帯数 6,868 世帯
供給量：その他の供給戸数 約 3,650 戸

市営住宅の目標管理戸数 Ｘ 戸

6,868 － 3,650 ＝ 3,218
約 3,200戸

市営住宅 の目標管理戸数 約 3,200 戸

※特公賃を除く、また府営住宅の移管を全て受けた場合

※
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（２）１次判定 

・１次判定では、「①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針」と「②住棟の

現在の物理的特性による改善の必要性・可能性」の２段階の検討から事業手法を仮設定します。 

 

①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 

Ⅰ）需要 

・団地ごとの需要について、応募倍率と入居率を評価します。いずれかの項目において「×」と判

定された場合、団地の需要が低いと判断します。 

判定項目 判定基準 

応募倍率 ・応募倍率が 1.0 倍以上の場合に 「〇」とする。 

・募集実績のない団地は判定の対象外とする。 

・上記のいずれにも該当しない団地を「×」とする。 

入居率 ・団地ごとの入居率が概ね 80％以上の場合に「〇」とする。 

・団地ごとの入居率が概ね 80％未満の場合に「×」とする。 

 

Ⅱ）効率性 

・敷地の効率的な利用の可能性について、団地の敷地条件などを評価します。いずれかの項目にお

いて「×」と判定された場合、効率性が低いと判断します。 

判定項目 判定基準 

用途地域 ・各団地が住宅地として適する場所にあることから、全て「○」とする。 

敷地規模 ・敷地面積が 2,000 ㎡未満の団地を「×」とする。 

・上記面積を確保可能な場合も、不整形・分散敷地や傾斜地といった 利用困難

な地形的条件に合致する場合は「×」とする。 

・上記のいずれにも該当しない団地を「○」とする。 

 

  



 

17 

 

 

Ⅲ）立地 

・生活の利便性、地域バランス、自然災害に対する安全性などを評価します。いずれかの項目にお

いて「×」と判定された場合、立地の優位性が低いと判断します。 

判定項目 判定基準 

利便性 下記項目ア・イの立地状況をいずれも満たす場合は「○」と判定する。 

ア）公共交通の状況 

・団地から鉄道駅までの距離が 800 メートル以内であるか。又は団地からバス停

までの距離が 300 メートル以内であるか。 

イ）生活利便施設の状況 

・団地から食品スーパー等のまでの距離が 800 メートル 以内であるか。 

・上記に当てはまらず、団地からコンビニ等までの距離が 300 メートル以内であ

る場合は「△」とする。 

・いずれも該当しない場合は「×」と判定する。 

災害危険区域

等の内外 

・敷地が洪水浸水予測 0.5ｍ以上に該当する場合は「△」 と判定する。 

地域バランス ・中学校区別のストック推計を行い、必要戸数を満たす学校区の住宅を「△」と

する。 

・必要戸数を満たさない学校区の住宅を「○」とする。また、中学校区における

唯一の市営住宅団地である場合は、地域ごとの居住事情に対する配慮が必要と

して「〇」と判定する。 

・その他、他計画と連動した事業方針を持つものを「△」とする。 

・上記以外の団地は「-」とする。 

 

需要・効率性・立地の判定結果より 

 

継続管理する団地 継続管理について判断を保留する団地 

寿住宅、本町住宅、千石西町住宅、 

北島住宅、 

新橋住宅、門真住宅、四宮住宅、 

下馬伏住宅、北岸和田住宅、三ツ島住宅 

  ※「△」と判定された項目をもつ場合は、団地状況を踏まえて総合的に判断します。 
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②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 

ⅰ）躯体の安全性 

・躯体の耐震性の有無と老朽度について評価します。いずれかの項目において「×」と判定された

場合、改善の必要性が高いと判断します。 

判定項目 判定基準 

耐震性 ア）昭和 56（1981）年６月１日以降に建設された住棟 

・現行の耐震基準を満たすものと判断し、「○」と判定する。 

イ）昭和 56（1981）年５月 31 日以前に建設された住棟 

・耐震改修を実施済みの住棟については「○」と判定する。 

・耐震診断で耐震性能があるとされた住棟については「○」と判定する。 

・耐震診断で耐震性能が不足するものの改善可能とされた住棟については「△」

（改善可能）と判定する。 

・耐震診断で耐震性能が不足し改善不能とされた住棟については「×」 （改善

不可能）と判定する。 

残耐用年数 ・耐用年数が残り 20 年未満のものを「×」とし、20 年～40 年のものを「△」、

40 年を超えるものを「○」とする。 

 

ⅱ）避難の安全性 

・二方向避難及び防火区画の確保の状況について評価します。 いずれかの項目において「×」と判

定された場合、優先的な対応が必要と判断します。 

判定項目 判定基準 

防火区画 ・設計図書により防火区画の確保の状況を判断し、適切な場合には 「○」と判

定する。 

・上記以外の場合は「△」と判定する。 

二方向避難 ・通常使用する住戸玄関の他に、バルコニーや隣戸等を経由して避難できる場合

は「○」と判定する。 

・バルコニー設置の固定式避難器具を使用して下層階へ避難できる場合は「○」

と判定する。 

・上記以外の場合は「△」と判定する。 
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ⅲ）居住性 

・住戸規模、バリアフリー性、住戸内設備、省エネルギー性、老朽化の状況を評価します。いずれ

かの項目において「×」と判定された場合、居住性の改善が必要と判断します。 

判定項目 判定基準 

住戸規模 ・住棟内のすべての住戸で３人世帯の最低居住面積水準（40 ㎡）を確保している

場合は「○」と判定する。 

・住戸規模が 40 ㎡未満のものは「△」と判定する。 

・上記以外については「×」と判定する。 

バリアフリー性 ア）高齢化対応 

・平成 10（1998）年以降に建築されたものを「○」と判定する。 

・改善事業によりバリアフリー性が確保されたものを「○」と判定する。 

・平成３（1991）年から平成 10（1998）年に建築されたものを「△」と判定する。 

・上記以外については「×」と判定する。 

イ）エレベーターの設置状況 

・エレベーターが設置されているものを「○」と判定する。 

・2 階建て以下は対象外とする。 

・上記以外については「×」と判定する。 

住戸内の設備状況 ・下記項目のいずれも設置されている場合は「○」と判定する。 

ア）浴室が設置されているか。 

イ）台所・洗面所・浴室の 3 箇所すべてに給湯可能な設備が設置されているか。 

・上記以外については「×」と判定する。 

省エネルギー ・平成 11（1999）年以降に建築されたものを「○」と判定する。 

・平成４（1992）年から平成 11（1999）年に建築されたものを「△」と判定する。 

・上記以外については「×」と判定する。 

老朽度 ・老朽度調査において総合評価がＢ・Ｃのものを「△」とし、Ｄのものを「×」

とする。 

・評価がＡのものは「○」と判定する。 

 

躯体の安全性・避難の安全性・居住性の判定結果より 

 

改善不要 改善が必要 
優先的な対応が必要 

（改善可能） 

優先的な対応が必要 

（改善不可能） 

千石西町住宅 

寿住宅(３･４号棟) 

本町住宅 

四宮住宅 

(２～７号棟) 

新橋住宅(３号棟) 

寿住宅(１･２号棟) 

四宮住宅(１･９号棟) 

北島住宅、下馬伏住宅 

北岸和田住宅、三ツ島住宅 

新橋住宅(１･２号棟) 

門真住宅 

 

 
※「△」と判定された項目をもつ場合は、住棟状況を踏まえて総合的に判断します。 
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 ③１次判定結果のまとめ 

  改善不要 改善が必要 
優先的な対応が必要 

(改善可能) 

優先的な対応が必要 

(改善不可能) 

継続管理

する団地 

維持管理 改善、または建替 
優先的な改善、 

又は優先的な建替 
優先的な建替 

千石西町住宅 
寿住宅(３･４号棟) 

本町住宅 

寿住宅(１･２号棟) 

北島住宅 

 

  A グループ  

継続管理

について 

判断を 

保留する 

団地 

維持管理、 

又は用途廃止 

改善、建替、 

又は用途廃止 

優先的な改善、優先的な建

替、又は優先的な用途廃止 

優先的な建替、 

又は優先的な用途廃止 

 
四宮住宅 

(２～７号棟) 

新橋住宅(３号棟) 

四宮住宅 

(１･９号棟) 

下馬伏住宅 

北岸和田住宅 

三ツ島住宅 

新橋住宅(１･２号棟) 

門真住宅 

B グループ 
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（３）２次判定 

・２次判定では、１次判定において事業手法・管理方針の判断を保留した団地・住棟を対象として、

建替と改善事業を実施した場合の「①ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）比較による事業手法の仮

設定」と「②将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定」を行います。 

 

①ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）比較による事業手法の仮設定 

・１次判定において A グループとなった団地を対象として、現状維持のまま使用年数を迎え建替事

業を実施する場合と、改善事業を実施し使用期間を延ばした場合とのライフサイクルコスト（Ｌ

ＣＣ）比較を行います。改善事業よりも建替事業を実施する方がライフサイクルコスト（ＬＣＣ）

を縮減できる場合に事業手法を用途廃止と仮設定します。 

 

 

判定結果 ・Ａグループにおけるすべての住棟において建替事業と比べて改善事業を実施

するほうがライフサイクルコストの縮減効果があることから、事業手法を改善

と仮設定します。 

※ライフサイクルコストの算出については 36ページに詳細を記載しています。 

 

 

②将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 

・１次判定において B グループとなった団地を対象として、将来ストック量を踏まえた事業手法の

仮設定を行います。 

・市営住宅の経過年数及び１次判定の結果等から、継続管理する団地とするか、他団地との集約な

どにより用途廃止することを想定するかの判定を行います。 

 

 

判定結果 ・目標管理戸数の設定により計画最終年度にストックの余剰が起きることから、

耐震性の確保が困難である新橋住宅の事業手法を用途廃止と仮設定します。 

・また、大阪府より移管を受けた門真住宅は建替事業中であり、入居戸数に応じ

た新規整備（千石西町住宅）を行うこととしています。このため、門真住宅の

余剰ストック分は用途廃止を行うこととし、事業手法を用途廃止と仮設定しま

す。 
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③２次判定結果のまとめ 

 

  改善不要 改善が必要 
優先的な対応が必要 

(改善可能) 

優先的な対応が必要 

(改善不可能) 

継続管理 

する団地 

維持管理 改善 建替 優先的な改善 
優先的な 

建替 
優先的な建替 

千石西町住宅 

（１～８棟） 

寿住宅 

(３･４号棟) 

本町住宅 

 

寿住宅 

(１･２号棟) 

北島住宅 

 

門真住宅 

（千石西町住宅として

建替実施） 
 

当面管理 

する団地 

(建替を 

前提とし

ない) 

当面 

維持管理 

用途 

廃止 

改善し 

当面維持管理 

用途 

廃止 

優先的に改善し 

当面維持管理 

優先的な 

用途廃止 

優先的な 

用途廃止 

  
四宮住宅 

(２～７号棟) 

 

新橋住宅 

(３号棟) 

四宮住宅 

(１･９号棟) 

下馬伏住宅 

北岸和田住宅 

三ツ島住宅 

 

新橋住宅(１･２号棟) 

門真住宅（余剰ストッ

クの用途廃止） 
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（４）３次判定 

・３次判定では、１次判定と２次判定の結果を踏まえ「①集約・再編等の可能性を踏まえた団地・

住棟の事業手法の再判定」、「②事業費の試算及び事業実施期間の調整検討」、「③長期的な管理の

見通しの作成【30 年程度】」の検討を行い計画期間における事業手法の決定を行います。 

 

①集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

・１次判定と２次判定の結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる事業手

法に判定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に応じて建替や改善等

の事業手法を再判定します。 

・あわせて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等の観点から総合的な検討を行います。 

 

○団地単位での効率的活用に関する検討 

・改善、建替と判定された住棟が混在する団地において、より効率的な事業実施が可能となる場合

は判定の見直しを検討します。 

 

○集約・再編等の可能性に関する検討 

・一定の地域において複数の団地が混在する場合等は、地域の実情を踏まえて集約・再編等の可能

性を検討します。 

 

○地域ニーズへの対応等の総合的な検討 

・地域ニーズに応じた医療・福祉施設や生活支援施設等の導入、団地周辺において計画されている

整備事業との連携、効率的な事業実施や、地域におけるソーシャルミックス、その他地域の特性

に応じた検討をします。 

 

 

判定結果 ・四宮住宅において判定が混在していたことから、事業手法を改善へ統一しま

す。 
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②事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

・中長期的な期間（30年程度）のうちに想定される新規整備事業、改善事業、建替事業、用途廃止

事業に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てます。 

・また、事業量及び事業費が時期的に偏在するなど、試算結果に問題がある場合は、将来にわたる

事業実施が可能となるよう事業実施時期を調整し、改めて試算して問題がないか確認を行います。 

・これらの検討により、新規整備事業、改善事業、建替事業などの実施時期を決定するとともに、

年度別事業費を試算します。 

 

③長期的な管理の見通しの作成 

・決定した事業実施時期をもとに、全団地、住棟の供用期間、事業実施時期の見通しを示したおお

むね 30年程度の長期的な管理の見通しを作成します。 

 

 

判定結果 ・次頁の“長期的な管理の見通し”として取りまとめます。 

 

 

④計画期間における事業手法の決定 

・以上の検討によって計画期間における事業手法を決定します。 
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長期的な管理の見通し 

新橋 1号棟 164 高耐片廊下型 (4～)12 1973 51 用途廃止

新橋 2号棟 36 高耐片廊下型 (5～)10 1973 51 用途廃止

新橋 3号棟 54 高耐片廊下型 (3～)13 1976 48 長寿命化 築後70年

寿 1号棟 30 中耐階段室型 5 1981 43 福祉対応 長寿命化

寿 2号棟 10 中耐階段室型 5 1981 43 福祉対応 長寿命化

寿 3号棟 16 中耐階段室型 5 1995 29 長寿命化 長寿命化

寿 4号棟 10 中耐階段室型 5 1995 29 長寿命化 長寿命化

本町 1号棟 125 高耐片廊下型 7 2001 23 長寿命化 脱炭素 長寿命化 長寿命化

本町 2号棟 42 高耐片廊下型 6 2005 19 長寿命化・脱炭素 長寿命化 長寿命化

門真 4号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 5号棟 40 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 6号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 7号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 8号棟 40 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 9号棟 40 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 17号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 18号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 19号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 20号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 21号棟 25 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 22号棟 40 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 23号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 24号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 25号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 26号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 27号棟 55 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 28号棟 30 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 29号棟 50 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 30号棟 40 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 31号棟 40 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 32号棟 40 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 33号棟 40 中耐階段室型 5 1967 57 建替・用途廃止

門真 40号棟 30 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 41号棟 30 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 42号棟 30 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 46号棟 30 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 47号棟 50 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 48号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 49号棟 30 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 50号棟 30 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 51号棟 30 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 52号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 53号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 54号棟 30 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 55号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 56号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 57号棟 30 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 58号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 59号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 60号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 61号棟 40 中耐階段室型 4 1968 56 建替・用途廃止

門真 62号棟 32 中耐階段室型 4 1968 56 建替・用途廃止

門真 63号棟 32 中耐階段室型 4 1968 56 建替・用途廃止

門真 64号棟 32 中耐階段室型 4 1968 56 建替・用途廃止

門真 65号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

門真 66号棟 40 中耐階段室型 5 1968 56 建替・用途廃止

千石西町 1号棟 114 高耐片廊下型 14 2015 9 長寿命化

千石西町 2号棟 136 高耐片廊下型 14 2015 9 長寿命化

千石西町 3号棟 50 高耐片廊下型 10 2015 9 長寿命化

千石西町 4号棟 45 高耐片廊下型 9 2015 9 長寿命化

千石西町 5号棟 67 高耐片廊下型 8 2018 6 長寿命化

千石西町 6号棟 108 高耐片廊下型 14 2018 6 長寿命化

千石西町 7号棟 195 高耐片廊下型 10 2021 3 新規整備 長寿命化

千石西町 8号棟 155 高耐片廊下型 10 2021 3 新規整備 長寿命化

千石西町 9号棟 251 高耐片廊下型 14 2023 - 新規整備 長寿命化

千石西町 10号棟 162 高耐片廊下型 14 2023 - 新規整備 長寿命化

四宮 1号棟 40 中耐階段室型 5 1989 35 長寿命化 長寿命化

四宮 2号棟 36 中耐階段室型 5 1991 33 長寿命化 長寿命化

四宮 3号棟 38 中耐階段室型 5 1991 33 長寿命化 長寿命化

四宮 4号棟 36 中耐階段室型 5 1991 33 長寿命化 長寿命化

四宮 5号棟 36 中耐階段室型 5 1993 31 長寿命化 長寿命化

四宮 6号棟 40 中耐階段室型 5 1993 31 長寿命化 長寿命化

四宮 7号棟 40 中耐階段室型 5 1993 31 長寿命化 長寿命化

四宮 9号棟 40 中耐階段室型 5 1989 35 長寿命化 長寿命化

下馬状 1号棟 20 中耐階段室型 5 1977 47 長寿命化 長寿命化 築後70年

下馬状 2号棟 20 中耐階段室型 5 1977 47 長寿命化 長寿命化 築後70年

下馬状 3号棟 30 中耐階段室型 5 1977 47 長寿命化 長寿命化 築後70年

下馬状 4号棟 30 中耐階段室型 5 1977 47 長寿命化 長寿命化 築後70年

下馬状 5号棟 40 中耐階段室型 5 1977 47 長寿命化 長寿命化 築後70年

下馬状 6号棟 40 中耐階段室型 5 1977 47 長寿命化 長寿命化 築後70年

下馬状 7号棟 64 高耐階段室型 8 1977 47 長寿命化 長寿命化 築後70年

北岸和田 1号棟 26 中耐階段室型 5 1978 46 長寿命化 長寿命化 築後70年

北岸和田 2号棟 12 中耐階段室型 3 1978 46 長寿命化 長寿命化 築後70年

北岸和田 3号棟 12 中耐階段室型 3 1978 46 長寿命化 長寿命化 築後70年

北岸和田 4号棟 30 中耐階段室型 5 1978 46 長寿命化 長寿命化 築後70年

北岸和田 5号棟 12 中耐階段室型 3 1978 46 長寿命化 長寿命化 築後70年

北岸和田 6号棟 24 中耐階段室型 4 1978 46 長寿命化 長寿命化 築後70年

北岸和田 7号棟 24 中耐階段室型 5 1978 46 長寿命化 長寿命化 築後70年

北岸和田 8号棟 6 中耐階段室型 3 1978 46 長寿命化 長寿命化 築後70年

北岸和田 9号棟 46 中耐階段室型 5 1978 46 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 1号棟 20 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 2号棟 20 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 3号棟 20 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 4号棟 20 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 5号棟 30 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 6号棟 30 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 7号棟 20 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 8号棟 30 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 9号棟 20 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 10号棟 20 中耐階段室型 5 1979 45 長寿命化 長寿命化 築後70年

三ツ島 11号棟 32 高耐片廊下型 8 1979 45 長寿命化 長寿命化

三ツ島 12号棟 48 高耐片廊下型 8 1979 45 長寿命化 長寿命化

三ツ島 13号棟 48 高耐片廊下型 8 1979 45 長寿命化 長寿命化

三ツ島 14号棟 43 高耐片廊下型 8 1979 45 長寿命化 長寿命化

三ツ島 15号棟 42 高耐片廊下型 8 1979 45 長寿命化 長寿命化

北島 1号棟 30 中耐階段室型 5 1980 44 長寿命化 長寿命化

北島 2号棟 20 中耐階段室型 5 1980 44 長寿命化 長寿命化

北島 3号棟 20 中耐階段室型 5 1980 44 長寿命化 長寿命化

北島 4号棟 20 中耐階段室型 5 1980 44 長寿命化 長寿命化

北島 5号棟 20 中耐階段室型 5 1980 44 長寿命化 長寿命化

北島 6号棟 6 中耐階段室型 3 1980 44 長寿命化 長寿命化

令和31
(2049)
年度

令和25
(2043)
年度

令和26
(2044)
年度

令和27
(2045)
年度

令和28
(2046)
年度

令和29
(2047)
年度

令和30
(2048)
年度

令和19
(2037)
年度

令和20
(2038)
年度

令和21
(2039)
年度

令和22
(2040)
年度

令和23
(2041)
年度

令和24
(2042)
年度

令和13
(2031)
年度

令和14
(2032)
年度

令和15
(2033)
年度

令和16
(2034)
年度

令和17
(2035)
年度

令和18
(2036)
年度

令和7
(2025)
年度

令和8
(2026)
年度

令和9
(2027)
年度

令和10
(2028)
年度

令和11
(2029)
年度

令和12
(2030)
年度

令和2
(2020)
年度

令和3
(2021)
年度

令和4
(2022)
年度

令和5
(2023)
年度

令和6
(2024)
年度

戸数 構造 階数 年度
経過
年数

年度別事業概要

団地名
棟

(号棟)

諸元 管理開始

 

 

 

計画期間 ■凡例

：使用期間中（維持管理）

：新規整備

：用途廃止

：改善
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３．計画期間における事業手法 

（１）事業手法の選定結果 

・１次～３次判定の結果を踏まえて、計画期間における事業手法を以下のとおりとします。 

表 4-1：計画期間における事業手法 

新橋 1号棟 164 1973 高耐 51 70 19 用途廃止
2号棟 36 1973 高耐 51 70 19 用途廃止
3号棟 54 1976 高耐 48 70 22 改善（個別改善）

寿 1号棟 30 1981 中耐 43 70 27 改善（個別改善）
2号棟 10 1981 中耐 43 70 27 改善（個別改善）
3号棟 16 1995 中耐 29 70 41 改善（個別改善）
4号棟 10 1995 中耐 29 70 41 改善（個別改善）

本町 1号棟 41 2001 高耐 23 70 47 改善（個別改善）
84 2003 改善（個別改善）

2号棟 42 2005 高耐 19 70 51 改善（個別改善）
門真 4号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）

5号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
6号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
7号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
8号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
9号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
17号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
18号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
19号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
20号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
21号棟 25 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
22号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
23号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
24号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
25号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
26号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
27号棟 55 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
28号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
29号棟 50 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
30号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
31号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
32号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
33号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
40号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
41号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
42号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
46号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
47号棟 50 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
48号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
49号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
50号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
51号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
52号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
53号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
54号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
55号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
56号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
57号棟 30 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
58号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
59号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
60号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
61号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
62号棟 32 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
63号棟 32 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
64号棟 32 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
65号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）
66号棟 40 1967 中耐 57 70 13 建替、用途廃止（集約）

千石西町 1号棟 114 2014 高耐 10 70 60 維持管理
2号棟 136 2014 高耐 10 70 60 維持管理
3号棟 50 2014 高耐 10 70 60 維持管理
4号棟 45 2014 高耐 10 70 60 維持管理
5号棟 67 2018 高耐 6 70 64 維持管理
6号棟 108 2018 高耐 6 70 64 維持管理
7号棟 195 2021 高耐 3 70 67 維持管理
8号棟 155 2021 高耐 3 70 67 維持管理
9号棟 251 - 高耐 - - - 新規整備
10号棟 162 - 高耐 - - - 新規整備

四宮 1号棟 40 1989 中耐 35 70 35 改善（個別改善）
2号棟 36 1991 中耐 33 70 37 改善（個別改善）
3号棟 38 1991 中耐 33 70 37 改善（個別改善）
4号棟 36 1991 中耐 33 70 37 改善（個別改善）
5号棟 36 1992 中耐 32 70 38 改善（個別改善）
6号棟 40 1992 中耐 32 70 38 改善（個別改善）
7号棟 40 1992 中耐 32 70 38 改善（個別改善）
9号棟 40 1989 中耐 35 70 35 改善（個別改善）

下馬伏 1号棟 20 1977 中耐 47 70 23 改善（個別改善）

2号棟 20 1977 中耐 47 70 23 改善（個別改善）

3号棟 30 1977 中耐 47 70 23 改善（個別改善）

4号棟 30 1977 中耐 47 70 23 改善（個別改善）

5号棟 40 1977 中耐 47 70 23 改善（個別改善）

6号棟 40 1977 中耐 47 70 23 改善（個別改善）

7号棟 64 1977 高耐 47 70 23 改善（個別改善）

北岸和田 1号棟 26 1978 中耐 46 70 24 改善（個別改善）

2号棟 12 1978 中耐 46 70 24 改善（個別改善）

3号棟 12 1978 中耐 46 70 24 改善（個別改善）

4号棟 30 1978 中耐 46 70 24 改善（個別改善）

5号棟 12 1978 中耐 46 70 24 改善（個別改善）

6号棟 24 1978 中耐 46 70 24 改善（個別改善）

7号棟 24 1978 中耐 46 70 24 改善（個別改善）

8号棟 6 1978 中耐 46 70 24 改善（個別改善）

9号棟 46 1978 中耐 46 70 24 改善（個別改善）

三ツ島 1号棟 20 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

2号棟 20 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

3号棟 20 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

4号棟 20 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

5号棟 30 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

6号棟 30 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

7号棟 20 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

8号棟 30 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

9号棟 20 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

10号棟 20 1979 中耐 45 70 25 改善（個別改善）

11号棟 32 1979 高耐 45 70 25 改善（個別改善）

12号棟 48 1979 高耐 45 70 25 改善（個別改善）

13号棟 48 1979 高耐 45 70 25 改善（個別改善）

14号棟 43 1979 高耐 45 70 25 改善（個別改善）

15号棟 42 1979 高耐 45 70 25 改善（個別改善）

北島 1号棟 30 1980 中耐 44 70 26 改善（個別改善）

2号棟 20 1980 中耐 44 70 26 改善（個別改善）

3号棟 20 1980 中耐 44 70 26 改善（個別改善）

4号棟 20 1980 中耐 44 70 26 改善（個別改善）

5号棟 20 1980 中耐 44 70 26 改善（個別改善）

6号棟 6 1980 中耐 44 70 26 改善（個別改善）

判定結果経過
年数

耐用
年限

残耐用
年数

経過年数等

団地名 棟No
管理
戸数

管理開始
年度

構造等

 

 

 

   第 1 次移管（平成 31（2019）年 4月）の住宅 

 第 2 次移管（令和 6 （2024）年 4月）の住宅 
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（２）市営住宅ストックの事業手法別戸数 

 

表 4-2：市営住宅ストックの事業手法別戸数 

事業手法 
令和６(2024) 

年度末累計 

令和 11(2029) 

年度末累計 

管理戸数 3,474 戸 3,361 戸 

 ・新規整備事業予定戸数 0 戸 0 戸 

・建替事業予定戸数 0 戸 413 戸 

・維持管理予定戸数 2,418 戸 2,948 戸 

  うち計画修繕対応戸数 2,199 戸 2,421 戸 

  移管受入予定戸数 995 戸 1,525 戸 

  計画修繕対応戸数 1,204 戸 896 戸 

 うち改善事業予定戸数 219 戸 527 戸 

   個別改善事業予定戸数 219 戸 527 戸 

 全面的改善事業予定戸数 0 戸 0 戸 

 ・その他戸数（改善･修繕実施なし） 1,056 戸 0 戸 

    

用途廃止予定戸数 810 戸 1,866 戸 

  ※管理戸数は公営住宅及び改良住宅の合計とする。 

  ※管理戸数は移管予定の府営住宅を含む。 

 

表 4-3：特定公共賃貸住宅ストックの事業手法別戸数 

事業手法 
令和６(2024) 

年度末累計 

令和 11(2029) 

年度末累計 

管理戸数 40戸 40戸 

 ・新規整備事業予定戸数 0戸 0戸 

・建替事業予定戸数 0戸 0戸 

・維持管理予定戸数 40戸 40戸 

  うち計画修繕対応戸数 40 戸 0 戸 

  移管受入予定戸数 0 戸 0 戸 

  計画修繕対応戸数 40 戸 0 戸 

 うち改善事業予定戸数 0 戸 40 戸 

   個別改善事業予定戸数 0 戸 40 戸 

 全面的改善事業予定戸数 0 戸 0 戸 

 ・その他戸数（改善･修繕実施なし） 0戸 0戸 

用途廃止予定戸数 0戸 0戸 
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第５章 事業の実施方針 

１．改善事業の実施方針 

（１）改善事業の区分別実施方針 

・引き続き活用を図る市営住宅のストックについて、①高齢者等の安全・安心居住の実現、②スト

ックの長期的活用を図るための建物の耐久性向上と劣化予防の２点に重点を置き、改善事業を実

施します。 

・なお、本計画期間内において全面的改善事業の実施予定はありません。 

 

表 5-1：改善事業等の実施方針 

改善事業等 

の区分 
実施方針 

改善事業等 

の内容 

修繕対応 標準修繕周期を踏まえて定期的な点検を行い、適切な

時期に予防保全的な修繕を行うことで、居住性・安全

性等の維持・向上を図り、長期的に活用します。 

 

・適宜 

 

居住性向上型 

 

住戸規模・間取りの改善や住戸・住棟設備の機能向上

を行い、居住性を向上させます。 

 

・該当なし 

福祉対応型 高齢者が安全・安心して居住できるよう、住戸、共用

部、屋外などのバリアフリー化を図ります。 

 

・エレベーター設置 

 

安全性確保型 耐震性に問題のある住棟において耐震改修等により躯

体安全性を高めます。 

 

・該当なし 

 

長寿命化型 一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活

用を図るべき住棟において、耐久性の向上や躯体への

影響の低減の観点から予防保全的な改善を行います。 

・基礎アルカリ化 

・外壁改修 

・屋上防水 

・鉄部塗装 

・シーリング 

・配管入替 

 

脱炭素社会対応

型 

省エネルギー性能の高い設備への交換、再生可能エネ

ルギー導入のための改善を行い居住性の維持・向上 

・照明器具の LED 化 
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（２）長寿命化型改善事業の整備水準 

・長寿命化改善事業は既存性能のグレードアップに相当する工事を実施することとし、以下の内容

を参考に現地状況を踏まえて整備を実施します。 

 

表 5-2：長寿命化型改善事業の主な内容と整備水準例 

工事項目 
長寿命化改善の 

主な内容 
整備水準（例） 

躯体 

 

再アルカリ化等によるコンクリート躯体の

中性化抑止、片持ちスラブの補強 

・RC 躯体の再アルカリ化 

屋根 

 

防水仕様のグレードアップ、屋根の外断熱 

防水、笠木等の材質のグレードアップ、屋 

上の排水能力の向上 

・防水仕様グレードアップ 

(ガルバリウム鋼板等) 

屋上防水 

 

・防水仕様グレードアップ 

(ゴムアスファルト系シート等) 

外壁 

 

塗料の性能、外壁仕上げ材のグレードアッ 

プ、仕上げによる中性化抑止 

・塗料グレードアップ※ 

・シーリング材グレードアップ 

(シリコーン･ポリイソブチレン等) 

鉄部塗装 

 

塗料等のグレードアップ、脱着塗装 ・鉄部手すり取替(ステンレス化) 

・塗料グレードアップ※ 

ドア･サッシ 

改修 

建具及び建具付属金物の取替え等による性

能のグレードアップ、耐震ドアへの取替、

窓面格子・窓手すりの取替え、雨戸の追

加・増設、ピッキング対策等の防犯対策 

・住戸ドアの性能アップ 

(耐震ドア・フラッシュドア等) 

・サッシの性能アップ 

(複層ガラス、断熱・防音サッシ) 

・付属金物等グレードアップ 

(ステンレス化等) 

給水設備 

 

給水管、給水装置、給水施設の材質のグレ

ードアップ、受水槽・高置水槽の耐震工

事、給水ポンプ等の防振・防音工事、電動

機のグレードアップ、給水システムの変更 

・配管材料等のグレードアップ 

(硬質塩ビライニング鋼管等) 

排水設備 

 

雑排水管・汚水管の材質のグレードアッ

プ、排水能力のアップ、排水システムの変

更、排水管清掃口の新設・増設、洗濯機パ

ンの設置 

・配管材料等のグレードアップ 

(硬質塩ビライニング鋼管等) 

ガス管 

 

ガス管の材質のグレードアップ、配管サイ 

ズのアップによる供給能力の向上 

・配管材料等のグレードアップ 

(ガス用ポリエチレン管等) 

給湯設備 

 

給湯管の材質のグレードアップ、ガス機器

のシステムの変更・性能のグレードアップ 

・配管材料等のグレードアップ 

(耐熱性硬質塩ビライニング鋼管等) 

電灯幹線・ 

動力設備 

電灯幹線の引込み数の増加、低圧引込から

高圧引込への変更、幹線改修、トランスの

増設による容量増量工事 

・幹線容量のサイズアップ 

エレベーター

設備 

エレベーターの性能のグレードアップ、マ

シンルームレスエレベーターへの取替え、

エレベーターシャフトの耐震補強 

・エレベーター性能の 

グレードアップ等 

※塗料については既存塗装であるアクリル塗装からウレタン塗装以上へのグレードアップを行う。 

資料：改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル 

（平成 22（2010）年７月改訂 国土交通省）  
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（３）計画期間における改善事業のスケジュール 

 

表 5-3：計画期間における改善事業のスケジュール（案） 

 

令和2
(2020)
年度

令和3
(2021)
年度

令和4
(2022)
年度

令和5
(2023)
年度

令和6
(2024)
年度

令和7
(2025)
年度

令和8
(2026)
年度

令和9
(2027)
年度

令和10
(2028)
年度

令和11
(2029)
年度

福祉
対応型

エレベーター
設置

寿住宅
(1～2号棟)

設計 EV設置

本町住宅
(1号棟)

LED化

本町住宅
(2号棟)

LED化

新橋住宅
(3号棟)

設計 配管改修

寿住宅
(1･2号棟)

設計
屋根･外壁
配管改修

本町住宅
(1号棟)

設計 外壁改修

本町住宅
(2号棟)

設計 外壁改修

四宮住宅
設計 屋根改修

北島住宅
設計 屋上防水

事業内容 対象住宅

実施年度

屋上･外壁･
設備改修等

長寿命
化型

脱炭素
社会対
応型

照明器具の
LED化
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２．用途廃止事業の実施方針 

（１）用途廃止事業の対象 

・立地や築年数、関連する都市計画事業の実施予定や将来の管理戸数等を勘案して用途廃止事業を

検討することとし、整備手法の判定に基づき以下の住宅の用途廃止事業を実施します。 

 

・新橋住宅（第１期（１号棟・２号棟）） 

・門真住宅 

 

 

（２）用途廃止に向けた取組み 

①新橋住宅（第１期（１号棟・２号棟）） 

・現位置における入居者の受け皿となる住宅確保のため、入居者等と協議しながら新橋住宅（門真

プラザ）の再整備の検討を進めます。 

・また、再整備にあたっては工事期間中の仮移転を含め、移転先が必要となります。したがって、

入居者のニーズを把握しながら計画的な準備に努めます。 

 

②門真住宅 

・大阪府より移管を受けた門真住宅は建替事業中であり、入居戸数に応じた新規整備（千石西町住

宅）を行うこととしています。このため、門真住宅の余剰ストック分は用途廃止を行うこととし

ます。 

・また、入居者の建替後住宅等への移転については事業の進捗にあわせて計画的に実施します。 

 

 

 

  



 

32 

 

 

３．移管を受けた門真住宅の建替事業の実施方針 

・大阪府が従前より建替事業を実施していた門真住宅では、入居者の安全を確保するため移管後も

引き続き本市において建替事業等を実施します。 

 

表 5-4：事業スケジュール（案） 

令和7
(2025)
年度

実施年度

令和5
(2023)
年度

令和6
(2024)
年度

令和元
(2019)
年度

令和3
(2021)
年度

令和4
(2022)
年度

千石西町
7･8号棟

対象

千石西町
9･10号棟

令和2
(2020)
年度

維持管理

造園

工事

移転

入居

基本設計 実施設計

開発許可

撤去

工事 本体工事

移転

入居

維持管理

本体工事

12 2 6 8 10 12 2 6 8 10 12 2 6 8 10 12 2 6 8 10 12 2 6 8 10 12 2 6 8 10
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４．点検の実施方針 

・適切な維持管理には、施設の状況を把握することが必要です。このため、以下に示す点検を実施

するとともに、結果を記録して修繕や維持管理に役立てます。 

 

①定期点検 

・引き続き各種法令の規定に基づく法定点検を定期的に実施します。 

 

②日常点検 

・市営住宅の適切な維持管理のために状況を把握することが必要な箇所については「公営住宅等日

常点検マニュアル（平成 28（2016）年８月国土交通省）」を参考に日常点検を実施します。 

 

③入退去時点検 

・入居者が専用的に使用するバルコニーや、入居者の安全性にかかる台所・浴室のガスホース等の

部位・部品については入退去時に点検を実施します。 

 

④点検結果の記録 

・それぞれの点検結果を記録し、修繕や維持管理の実施に役立てます。 
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５．計画修繕の実施方針 

・点検結果の内容を踏まえ、予防保全的な観点から計画修繕を実施することが必要です。このため、

以下に示す内容を実施するとともに、修繕結果を記録して今後の維持管理に役立てます。 

 

①修繕周期にあわせた計画修繕の実施 

・計画修繕は、公営住宅等長寿命化計画策定指針に示された修繕周期表を目安として計画的に実施

します。 

・なお、定期点検や修繕実施前の事前調査の結果、建物の安全性等が確認された場合には予定して

いた計画修繕の実施時期を調整します。 

 

表 5-5：部位別修繕周期の目安 

項目 修繕周期 

建築 

屋上防水修繕 24 年 

外壁塗装等塗替 18 年 

鉄部塗装等塗替 ６年 

建具・金物等取替 36 年 

設備 

電気幹線取替 30 年 

給水管取替 35 年 

排水管取替 30 年 

貯水槽取替 25 年 

揚水ポンプ取替 15 年 

ガス管取替 30 年 

 

 

 

②修繕結果の記録 

・計画修繕を行った内容を記録し、将来の修繕や改善等の維持管理の的確な実施に役立てます。 

 

  

※「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定)」（国土交通省）をもとに作成 
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６．ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

（１）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）とその縮減効果算出の基本的な考え方 

・長寿命化型改善事業を実施する市営住宅について、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）を算出する

とともに、改善事業を実施しない場合と比較したライフサイクルコストの縮減効果を算出します。 

 

ＬＣＣ＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）〔単位千円/棟・年〕 

・建設費：当該住棟の建設時点に投資した建設工事費 

・改善費：想定される管理期間における改善工事費の見込み額から修繕費相当額を控除（改善事業を

実施することにより不要となる修繕費を控除）した額 

・修繕費：管理期間における修繕工事費の見込み額 

・除却費：想定される管理期間が経過した後の除却工事費の見込み額（※） 

※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）については、社会的割引率

（４％）を適用して現在価値化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1：ＬＣＣとその縮減効果算出の基本的な考え方  

１棟のＬＣＣ縮減効果＝ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後）〔単位千円/棟・年〕 

ＬＣＣ（計画前）＝（建設費+修繕費+除却費）／評価期間（改善非実施） 

ＬＣＣ（計画後）＝（建設費+改善費+修繕費+除却費）／評価期間（改善実施） 

(計画前) 

(計画後) 

資料：「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定)」（国土交通省）p56～58 
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（２）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出 

○算出における条件設定 

・効果算出に当たっての条件設定は、以下のとおりとします。 

 

①評価期間 

計画前：改善を実施しない場合は 60年使用します。 

計画後：改善を実施する場合は 70 年使用します。 

 

②建設費（計画前、計画後） 

・推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設費×公営住宅法施行規則第 23 条の率）で

設定します。ただし、当該住棟の建設時点に投資した建設工事費を把握できない場合は、建設当

時の標準建設費で代用します。 

 

③改善費（計画後） 

・第４章にて検討した、「中長期的な期間のうちに想定される事業費の試算」のうち、長寿命化に関

する費用を改善費として設定します。当該改善を複数回行う場合は、それらの合計費用とします。 

・修繕費相当額の控除については、想定している長寿命化型改善項目に相当する「計画修繕項目の

修繕費乗率」を除いて修繕費を算定すること（当該計画修繕項目の修繕費乗率を除いた修繕費乗

率を推定再建築費に乗じて修繕費を算定すること）で対応しています。 

・長寿命化型改善は現時点以降に行われるので、全て現在価値化します。 

 

④修繕費 

（計画前、計画後に共通） 

・修繕費＝（当該住棟の建設費×修繕項目別の修繕費乗率）の累積額 

・現時点以降の各年の修繕費については、現在価値化して算出します。 

（計画前） 

・建設時点から上記評価期間（計画前）末までの各年の修繕費を累積した費用とします。 

（計画後） 

・建設時点から上記評価期間（計画後）末までの各年の修繕費を累積した費用とします。 

 

⑤除却費（計画前、計画後） 

・評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費とし、100 万円/戸と想定します。 

・評価期間（改善実施）末の時期に応じて、現在価値化して算出します。 
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（３）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出結果 

・ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の結果を以下に示します。 

・ＬＣＣ改善効果が０以上となっており、整備による改善効果が期待されます。 

 

表 5-6：ライフサイクルコスト縮減効果の算出結果 

団地名 棟№
管理
戸数

経過
年数

評価
期間

計画前LCC
(円/戸・年)

評価
期間

計画後LCC
(円/戸・年)

新橋 3号棟 54 48 2,000,000 60 292,208 70 268,019 24,189 1,306,199 縮減効果あり

1号棟 30 43 3,000,000 60 263,881 70 245,110 18,771 563,128

2号棟 10 43 3,000,000 60 263,881 70 245,110 18,771 187,709

1号棟 125 23 3,800,000 60 366,808 70 332,999 33,810 4,226,208

2号棟 42 19 3,800,000 60 338,108 70 306,716 31,392 1,318,447

1号棟 40 35 3,000,000 60 280,350 70 253,356 26,994 1,079,747

2号棟 36 33 3,000,000 60 237,856 70 217,575 20,281 730,117

3号棟 38 33 3,000,000 60 237,856 70 217,575 20,281 770,679

4号棟 36 33 3,000,000 60 237,856 70 217,575 20,281 730,117

5号棟 36 32 3,000,000 60 223,989 70 206,082 17,907 644,645

6号棟 40 32 3,000,000 60 223,989 70 206,082 17,907 716,272

7号棟 40 32 3,000,000 60 223,989 70 206,082 17,907 716,272

9号棟 40 35 3,000,000 60 280,350 70 253,356 26,994 1,079,747

2号棟 20 44 200,000 60 266,922 70 232,145 34,777 695,550

3号棟 20 44 200,000 60 266,922 70 232,145 34,777 695,550

4号棟 20 44 200,000 60 266,922 70 232,145 34,777 695,550

北島 縮減効果あり

判定

寿 縮減効果あり

本町 縮減効果あり

四宮 縮減効果あり

建物概要 改修
費用
(円)

計画前 計画後 年平均
縮減額

(円/戸・年)

住棟当たりの
年平均縮減額
(円/棟・年)

 

   ※経過年数は令和６（2024）年を基準とする。 

 

※予防保全的な維持管理の実施による効果 

・定期点検や日常点検の実施により市営住宅ストック状況を把握した上で、適切な時期に予防保全

的な修繕及び耐久性の向上等を図る改善を行うことで、市営住宅の長寿命化が図られるとともに

対処療法型の維持管理と比べてコスト縮減につながります。 

・また、定期的な点検により現状を把握しながら適切な修繕及び改善を実施することで、建物の老

朽化や劣化による事故等を未然に防ぐことができ、市営住宅入居者の安全が確保されます。 
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第６章 計画の実現に向けて 

１．計画の推進方策 

・本計画策定後も市営住宅の老朽化は進行していきます。また、住宅ストックの長寿命化は継続的

な取組みが必要であり、コスト等の課題に対して関係部署と連携し計画を着実に進めていきます。 

 

 

２．計画の見直し及びフォローアップ 

・本計画に基づき、効率的かつ効果的な整備を進めていくためには PDCA サイクルを確立するこ

とが重要です。 

・また、本計画は市営住宅の改修等の優先順位を設定するものであり、市全体の財政計画のなかで

個別の事業費を精査していくとともに、事業の進捗状況、点検結果、社会の状況（少子高齢化な

ど）を踏まえた上で見直しを行います。 
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